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別記様式１（第３条関係）

年 月 日

光東株式会社 様

田布施町長

災害発生等に伴う資機材の供給等の要請について

災害時における応急対策資機材の供給等に関する協定書第３条の規定に基づき、

下記のとおり要請します。

記

１．災害の状況及び理由

年 月 日の（ ）に関連する災害により

被災したため。

２．要請事項

資機材の供給

所 属

担当者

連絡先

品名 数量 引渡場所 備考
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別表１（第５条関係）

災害時における供給可能な物資の範囲

（１）概ね上記の物資を基準とし、災害や緊急度の状況に応じて指定する。

（２）上記の物資のほか、甲、乙協議の上、その都度物資を追加できるものとする。

大分類 主な物資名称

土木機械 バックホー、鉄骨カッター、ブルドーザー、タイヤショベル

荷役機械 キャリアカー、フォークリフト

運搬機械 ベルトコンベア

発電機 発電機

高所作業 高所作業車、高所作業台

ポンプ 水中ポンプ、ハイプレッシャーポンプ

車両 ダンプ、トラック、クレーン付トラック

保安用品 電光・ＬＥＤ表示板、コードリール、信号機、敷鉄板

照明機器 投光器、バルーンライト、タワーライト

ﾊｳｽ・ﾄｲﾚ コンテナハウス、トイレハウス、車載トイレ、簡易トイレ

季節商品 スポットクーラー、ジェットヒーター
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災害時における移動式宿泊施設等の提供に関する協定

田布施町（以下「甲」という。）、株式会社デベロップ（以下「乙」という。）

及び大晃ホールディングス株式会社（以下「丙」という。）は、災害時における

コンテナモジュール（以下「移動式宿泊施設等」という。）の提供について、次

のとおり協定を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、田布施町内において地震、風水害その他の災害が発生し、

又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、甲の要請に応

じ、乙及び丙が保有又は管理する移動式宿泊施設等を提供することについて、

必要な事項を定めるものとする。

（協定の内容）

第２条 乙及び丙は、災害時に甲から要請があったときは、特段の理由がない限

り保有又は管理する移動式宿泊施設等の優先的な提供による協力を行うもの

とする。

２ 移動式宿泊施設等の運営は、甲が主体となって行うものとし、乙及び丙は、

可能な限り甲に協力するものとする。

（要請の手続）

第３条 甲は、乙に対し前条に規定する要請を行うときは、文書をもって行うも

のとする。ただし、緊急を要するときは、口頭、電話、電子メール等で要請を

行い、事後速やかに文書を提出するものとする。

２ 乙は、前項の要請を受けたときは、速やかに丙と要請内容を共有するものと

する。

（移動式宿泊施設等の引渡し）

第４条 移動式宿泊施設等は、乙が甲の指定する場所へ移動するものとし、甲の

職員が当該移動式宿泊施設等を確認の上、引渡しを受けるものとする。

２ 乙は、前項の引渡しが完了したときは、速やかに丙に引渡完了報告を行うも

のとする。

（移動式宿泊施設等の返却）

第５条 甲は、移動式宿泊施設等の使用が終了したときは、搬入した場所におい

て、速やかに乙の確認を受けた上で乙に返還するものとする。

２ 乙は、前項の返還を受けたときは、速やかに丙に返還完了報告を行うものと

する。

（費用の負担及び支払）

第６条 甲は、移動式宿泊施設等の提供に係る費用を負担するものとする。この

場合において、当該費用は災害発生直前における適正な価格を基準とし、甲と

乙が協議の上算出した額とする。

２ 乙は、第５条第１項の規定による移動式宿泊施設等の返還を受けたときは、

速やかに請求書をもって前項の費用に係る支払を甲に請求するものとする。
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３ 甲は、前項の請求書を受理したときは、その日から起算して 30 日以内に、

費用を乙に支払うものとする。

（移動式宿泊施設等の破損等の対応）

第７条 災害時の使用における移動式宿泊施設等の破損、汚損等については、甲

の責に帰すべき事由がある場合はその復旧費用を甲が負担するものとし、そ

の他の事由による場合は甲乙丙の協議によりその対応を決定するものとする。

（連絡責任者の報告）

第８条 甲及び乙は、この協定の成立に係る連絡責任者を協定締結後速やかに

相手方に報告するものとする。

２ 甲及び乙は、前項の報告の内容に変更があった場合は、速やかにその変更の

内容を相手方に報告するものとする。

３ 乙は、前２項の規定による甲からの報告があった場合は、速やかに丙にその

内容を報告するものとする。

（協定の有効期間）

第９条 この協定の有効期間は、協定書の締結の日から令和７年３月 31 日まで

とする。ただし、有効期間が満了する日の１か月前までに、甲、乙又は丙いず

れの者からも申し出がない限り、当該有効期間の満了の日の翌日から起算し

て１年間、この協定を更新するものとし、以後もまた同様とする。

（守秘義務）

第 10 条 甲、乙及び丙は、この協定の検討又は実施により知り得た相手方の秘

密情報（秘密情報である旨が明示された情報に限る。）を、相手方の了承なし

に第三者に開示又は提供等してはならない。

（反社会的勢力の排除）

第 11 条 乙及び丙は、甲に対し、次の事項を確約する。

(1) 自らが、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）、暴

力団員（同条第６号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）、暴力団員でなく

なった時から５年を経過しない者、暴力団の準構成員、暴力団の関係企業、

総会屋、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに準ずる者

（以下この条においてこれらを「反社会的勢力」という。）ではないこと。

(2) 反社会的勢力と次の関係を有していないこと。

ア 自ら若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与え

る目的をもって反社会的勢力を利用していると認められる関係

イ 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等の反社

会的勢力の維持若しくは運営に協力し、又は関与している関係

(3) 自らの役員（取締役、執行役、執行役員、監査役、相談役、会長その他名

称を問わず経営に実質的に関与している者をいう。）が反社会的勢力ではな

いこと及び反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していないこ

と。

(4) 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この協定を締結するものでない
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別紙（第３条関係）

移動式宿泊施設等の提供要請書

年 月 日

様

田布施町長

（災害対策本部長）

災害時における移動式宿泊施設等の提供に関する協定第３条に基づき、次のとおり要

請します。

１ 災害発生日時

年 月 日（ ） 時 分

２ 災害の状況及び要請理由

３ 要請内容

４ 設置場所等

５ 備考

町の要請担当者

所属・名前：

電 話：

ＦＡＸ：
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